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1 普通会計財務書類 
１．財務書類４表の概要 
（１）財務書類４表の関係 
   普通会計の財務書類４表は、下記の図のように関連しています。 
 

財務書類４表の相互関係（普通会計） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
財務書類の作成基準 
 
  総務省の「新地方公会計制度研究会報告書」、「新地方公会計制度実務研究会報告書」

及び「新地方公会計モデルにおける資産評価実務手引及び連結財務書類作成手引」に基

づき、以下の基準により作成しました。 
①普通会計を対象 
普通会計とは、地方公共団体の会計のうち公営企業会計を除く会計をいいます。 

貸借対照表 行政コスト計算書 

資金収支計算書 

（１年間に要した行政サービスのコスト）（資産の状況とその財源） 

（１年間の資金の流れ） （１年間の純資産の動き） 
純資産変動計算書 

資 産 負 債 

歳計現金 純資産 

経常行政コスト 

経常収益 

純経常行政コスト 

△ 

＝ 

収入 
△ 
支出 
＝ 

歳計現金増減額 
＋ 

期首歳計現金残高 
＝ 

期末歳計現金残高 

期首純資産残高 
△ 

純経常行政コスト 
＋

一般財源・補助金受入等 
＋

資産評価替え等 
＝ 

期末純資産残高 
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②作成基準日・対象期間 
貸借対照表は、平成２５年３月３１日を作成基準日としています。 

行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書は、平成２４年４月１日 
から平成２５年３月３１日を作成対象期間としています。ただし、出納整理期間中 
（平成２５年４月１日から５月３１日）ついては、基準日及び対象期間までに終了 
したものとして処理しています。 

 
③有形固定資産 

有形固定資産は、取得原価により計上しています。昭和４４年度以降の決算統計 
による普通建設事業費を集計し、減価償却計算を実施した後の金額を計上していま 
す。一方、普通建設事業費のうち、町以外の団体の補助金又は負担金として支出し 
た金額については、町が保有する資産ではないため、有形固定資産として計上して 
いませんが、貸借対照表の注記で支出区分や支出額を示しています。 

 
④減価償却 
土地以外の有形固定資産については、総務省の報告書に定められた耐用年数に 
より定額法で取得年度の翌年度から減価償却を行っています。 
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２．貸借対照表 
（１）貸借対照表とは 
   平生町が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産を

どのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に表示した一覧表で、資産

合計額と負債・純資産合計額が一致し、左右の表の均衡がとれていることからバラン

スシートとも呼ばれています。 
 
（２）貸借対照表の見方 
① 資産の部 
資産とは、自治体が住民サービスを提供するために使用する資産（有形固定資産） 

と、将来自治体に資金流入をもたらす資産（売却可能資産、投資等及び流動資産）

に分かれます。 
◇公共資産 

  （Ⅰ）有形固定資産 
    長期にわたって町民の皆様に住民サービスを提供するために使用されるもので、 

土地・建物などが該当し、目的別に分類されます。主な分類は以下のとおりです。 
    生活インフラ・国土保全………道路・橋梁など 
    教育………………………………学校・体育施設など 
    福祉………………………………保育所など 
    環境衛生…………………………保健センターなど 
    産業振興…………………………農道・漁港・観光施設など 
    消防………………………………防火水槽など 
    総務………………………………庁舎など 
   （Ⅱ）売却可能資産 

公共資産のうち、遊休資産や未利用資産など現在、行政財産として直接使用し 
ていない資産の中で、売却可能と見込まれる資産を表しています。 

    
   ◇投資等 
   （Ⅰ）投資及び出資金 
     一部事務組合や第三セクター等に対する出資（出捐金）です。 
   （Ⅱ）貸付金 
     町が町民等に対して貸し付けている資金の残高です。 
   （Ⅲ）基金等 
     特定の目的のために、積み立てている特定目的基金と定額の資金を運用する定  

額運用資金です。 
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（Ⅳ）長期延滞債権 
     貸付金、地方税などの中で、納期が１年以上経過しているにも関わらず納付 

されていない未収金が該当します。 
 （Ⅴ）回収不能見込額 

     貸付金・長期延滞債権のうち、過去５年間の実績を踏まえ、翌年度以降に回収

不能となる可能性のある額を計上しています。 
 
   ◇流動資産 
   （Ⅰ）現金預金 
     財政調整基金や減債基金のように将来の不測の支出や、地方債の償還に備えて    
    積立てられている基金と、年度内の収入から支出を差し引いた歳計現金がありま

す。 
   （Ⅱ）未収金 
     その年の収入として調定したにも関わらず、収入されていない地方税、住宅使    
    用料などを計上しています。過去５年間の不納欠損などの実績を基に、未収金の  
    うち回収不能見込額を計上しています。 

 
② 負債の部 
負債とは、将来、支払い義務の履行により自治体から資金流出をもたらすもので、「将

来世代が負担する部分」という見方ができます。負債は、固定負債と流動負債に分類

されます。 
 

   ◇固定負債 
    固定負債とは、基準日の翌日から１年以上先に返済される債務のことです。 
   （Ⅰ）地方債 
     主に有形固定資産の形成のために、町が発行した地方債の元金の残高のうち、

翌々年度以降に償還する予定の金額が計上されています。 
   （Ⅱ）長期未払金 
     既に物件の取得のあった債務負担、または債務の確定した債務保証及び損失補

償に相当する額のうち翌々年度以降の支出予定額です。 
   （Ⅲ）退職手当引当金 
     平成２４年度末ですべての職員が退職した場合に必要となる退職手当です。 
    退職コストは、支給時に一次的に発生するものではなく、職員の在職期間を通じ 
    て徐々に発生していくという考え方に基づき、年度末の要支給額を見積り計上し

ています。 
   



5 
 

◇流動負債 
   １年以内に返済しなければならない債務です。 
    （Ⅰ）翌年度償還予定地方債 
      平成２５年度中に償還予定の地方債です。 
    （Ⅱ）短期借入金 
      収入が不足する場合に、翌年度の収入を繰り上げて使用した金額です。 
    （Ⅲ）未払金 
      既に物件の取得のあった債務負担、または債務の確定した債務保証及び損失

補償に相当する額のうち、翌年度支出予定の金額です。 
    （Ⅳ）翌年度支払予定退職手当 
      平成２５年度中に退職する予定の職員の退職手当支出予定額です。平生町の

ように退職手当組合に加入している団体は、当該額は生じません。 
    （Ⅴ）賞与引当金 
      平成２５年６月に支給される賞与のうち、平成２４年度中の勤務期間相当分

（平成２４年１２月～平成２５年３月分）を計上しています。 
 
③ 純資産の部 

純資産とは、資産と負債の差額です。純資産は、公共資産等の住民サービスを提供 
  するために保有する財産に対応する財源としてみた場合、現世代が既に負担をした部  
  分を表しているものです。 
     
   （Ⅰ）公共資産等整備国県補助金等 
     住民サービスを提供するための公共資産を取得した財源のうち、国・県から   
    の補助金受入額です。有形固定資産の減価償却に合わせて償却を行ないます。 
   （Ⅱ）公共資産等整備一般財源 
     住民サービスを提供するための公共資産を取得した財源のうち、国・県から 
    の補助金や地方債を除いた部分です。 
   （Ⅲ）その他一般財源等 
     一般財源のうち上記（Ⅱ）の公共資産の形成に充てられたもの以外の一般財源 
    を示しています。「資産合計ー負債合計ーその他の一般財源以外の純資産合計」に 
    より算出された金額です。翌年度以降に自由に使える財源を表しますが、その他 
    一般財源等がマイナスであるということは、翌年度以降の負担額のうち、一部は 
    既に使途が拘束されていることを意味します。具体的には、退職手当引当金や臨 
    時財政対策債・減収補填債など、資産形成につながらない負債に対して、それ 
    らの支出に対する備えが蓄えられていないことを表しています。 
     その他一般財源等のマイナス額が大きいことは好ましいことではありませんが、 
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    多くの団体はその他一般財源等がマイナスになると思われます。特に臨時財政対 
    策債や減収補填債などは、地方交付税の代替措置として発行が認められたもので 
    あり、償還財源は、将来の地方交付税収入により賄うことが見込まれています。    
     
  （Ⅳ）資産評価額 
    売却可能資産を時価評価したことによる評価額の変動によるもので、新たに売却   
   可能資産を計上した場合や、資産の評価替えによって変動した額が計上されます。 
 
④ 注記 
 （Ⅰ）他団体及び民間への支出金により形成された資産 
    住民のための公共資産は、国・県をはじめ他団体へ支出した負担金・補助金によ    
   り形成される場合があります。ここでは、町が直接実施した事業以外の公共資産を  
   減価償却した後、行政目的別に計上しています。 
 （Ⅱ）債務負担行為に関する情報 

 貸借対照表上の「長期未払金」「未払金」に計上されたもの以外に将来負担となる 
   可能性のあるものが計上されています。 
 （Ⅲ）地方交付税の算定基礎に含まれる地方債残高 
    貸借対照表に計上された地方債（地方債+翌年度償還予定地方債）について、償還  
   する元利金の一部が、後に交付される地方交付税の算定基礎となる場合があります。 
    該当する主な地方債は、過疎対策事業債・合併特例債・一般公共事業債・臨時財 
   政対策債などです。     
  （Ⅳ）普通会計の将来負担に関する情報 

 地方公共団体財政健全化法が施行され、地方公共団体の財政健全化を判断する比

率の一つである「将来負担比率」に関する情報が計上されています。普通会計の将

来負担として見込まれる金額及び、将来負担を軽減する財源として見込まれる金額

を計上しています。 
 （Ⅴ）土地及び減価償却累計 

 有形固定資産のうち、土地の金額と減価償却の累計額を注記しています。これに  
より、どの程度減価償却が進んできたかがわかります。 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]
１．公共資産 １．固定負債
（1）有形固定資産 (1)地方債 5,236,779
　①生活インフラ・国土保全 6,768,949 (2)長期未払金
　②教育 3,775,323 　①物件の購入等 113,113
　③福祉 644,847 　②債務保証又は損失補償 0
　④環境衛生 275,305 　③その他 703,952
　⑤産業振興 4,769,420 　長期未払金計 817,065
　⑥消防 36,650 (3)退職手当引当金 1,316,042
　⑦総務 556,014 (4)その他 41,214
　　有形固定資産合計 16,826,508
(2)売却可能資産 36,309 固定負債合計 7,411,100

公共資産合計 16,862,817

２．流動負債
２．投資等 (1)翌年度償還予定地方債 592,436
(1)投資及び出資金 (2)短期借入金（翌年度繰上充用金） 0
　①投資及び出資金 1,989,139 (3)未払金 92,746
　②投資損失引当金 0 (4)翌年度支払予定退職手当 0
　投資及び出資金計 1,989,139 (5)賞与引当金 55,867
(2)貸付金 0 流動負債合計 741,049

(3)基金等
　①退職手当目的基金 0 負債合計 8,152,149

　②その他特定目的基金 126,688
　③土地開発基金 216,064 [純資産の部]
　④その他定額運用基金 38,701 １．公共資産等整備国県補助金等 4,570,021

　⑤退職手当組合積立金 0 ２．公共資産等整備一般財源等 7,018,461

　基金等計 381,453 ３．その他一般財源等 67,537

(4)長期延滞債権 50,399 ４．資産評価差額 △ 2,427

(5)回収不能見込額 △ 15,121 純資産合計 11,653,592

投資等合計 2,405,870

３．流動資産
(1)現金預金
　①財政調整基金 363,875
　②減債基金 5,312
　③歳計現金 156,320
　④歳計外現金 0
　現金預金計 525,507
(2)未収金
　①地方税 14,785
　②その他 1,276
　③回収不能見込額 △ 4,514
　未収金計 11,547
流動資産合計 537,054

資産合計 19,805,741 負債・純資産合計 19,805,741

※1　他団体及び民間への支出金により形成された資産 　①生活インフラ・国土保全 7,484
　②教育 612
　③福祉 106,280
　④環境衛生 142,714
　⑤産業振興 147,639
　⑥消防 553
　⑦総務 23,097
　　計 428,379

　　上の支出金に充当された財源 　①国県補助金等 115,662
　②地方債 1,344
　③一般財源等 311,373
　　計 428,379

※2　債務負担行為に関する情報 　①物件の購入等 148,690
　②債務保証又は損失補償 0
　（うち共同発行地方債に係わるもの） 0
　③その他 761,121

※3　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち 5,829,215 千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているもの

※4　普通会計の将来負担に関する情報 普通会計の将来負担額 13,639,784
　　　（貸借対照表に計上したものを含む） [内訳]　普通会計地方債残高 5,829,215

　　　　債務負担行為支出予定額 631,602
　　　　公営事業地方債負担見込額 5,006,626
　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 815,085
　　　　退職手当負担見込額 1,316,042
　　　　第三セクター等債務負担見込額 41,214
　　　　連結実質赤字額 0
　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0
基金等将来負担軽減資産 7,923,091
[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 553,207
　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 378,031
　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 6,991,853
(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 5,716,693

※5　有形固定資産のうち、土地は 2,795,585 千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は 16,903,227 千円です。

貸借対照表
平成25年3月31日現在

借　　　　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　　　　方
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（３）貸借対照表の分析 

平成24年度 平成23年度 増減 増減率

6,768,949 6,869,384 △ 100,435 △1.46％
3,775,323 3,854,401 △ 79,078 △2.05％
644,847 696,971 △ 52,124 △7.48％
275,305 295,711 △ 20,406 △6.90％
4,769,420 4,884,459 △ 115,039 △2.36％
36,650 43,209 △ 6,559 △15.18％
556,014 511,654 44,360 8.67％

16,826,508 17,155,789 △ 329,281 △1.92％
36,309 38,736 △ 2,427 △6.27％

16,862,817 17,194,525 △ 331,708 △1.93％

1,989,139 1,974,951 14,188 0.72％
0 0 0 0

381,453 337,858 43,595 12.90％
50,399 56,219 △ 5,820 △10.35％

△ 15,121 △ 17,636 2,515 △14.26％
　投資等合計 2,405,870 2,351,392 54,478 2.32％

363,875 405,480 △ 41,605 △10.26％
5,312 5,310 2 0.04％

156,320 184,049 △ 27,729 △15.07％
525,507 594,839 △ 69,332 △11.66％

14,785 13,627 1,158 8.50％
1,276 772 504 65.28％

△ 4,514 △ 4,122 △ 392 9.51％
11,547 10,277 1,270 12.36％
537,054 605,116 △ 68,062 △11.25％

19,805,741 20,151,033 △ 345,292 △1.71％

5,236,779 5,451,424 △ 214,645 △3.94％

113,113 148,696 △ 35,583 △23.93％
0 0 0 0

703,952 759,894 △ 55,942 △7.36％
817,065 908,590 △ 91,525 △10.07％
1,316,042 1,320,462 △ 4,420 △0.33％
41,214 40,439 775 1.92％

7,411,100 7,720,915 △ 309,815 △4.01％

592,436 615,572 △ 23,136 △3.76％
0 0 0 0

92,746 87,955 4,791 5.45％
0 0 0 0

55,867 58,050 △ 2,183 △3.76％
741,049 761,577 △ 20,528 △2.70％

8,152,149 8,482,492 △ 330,343 △3.89％

0
4,570,021 4,674,469 △ 104,448 △2.23％
7,018,461 6,774,198 244,263 3.61％
67,537 219,874 △ 152,337 △69.28％
△ 2,427 0 △ 2,427 0

11,653,592 11,668,541 △ 14,949 △0.13％

19,805,741 20,151,033 △ 345,292 △1.71％【負債・純資産合計】

　長期未払金合計

　固定負債合計

　流動負債合計

3負債合計

　純資産合計

（２）短期借入金（翌年度繰上充用）
（３）未払金
（４）翌年度支払予定退職金
（5）賞与引当金

【純資産の部】
１公共資産等整備国県補助金等

2流動負債

２公共資産等整備一般財源等
３その他一般財源
４資産評価差額

（１）翌年度償還予定地方債

（２）未収金
①地方税

（１）地方債
（２）長期未払金

③その他

（3）退職手当引当金
（4）その他

②債務保証又は損失補てん

４資産合計

【負債の部】
1固定負債

②その他

2投資等

②減債基金
③歳計現金

現金預金合計

（1）現金預金
①財政調整基金

（4）長期延滞債権
（5）回収不能見込額

3流動資産

③回収不能見込額
未収金合計

　流動資産合計

①物件の購入等

（3）基金等

（1）有形固定資産
①生活インフラ・国土保全
②教育

（２）貸付金

項　　　　目

（1）投資及び出資金

③福祉
④環境衛生
⑤産業振興
⑥消防
⑦総務

1公共資産

有形固定資産合計
（２）売却可能資産

　公共資産合計

【資産の部】
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1 資産 
資産総額は１９８億５７４万１千円で、これを町民一人当たりに換算すると約   

１５３万１千円になります。（平成２５年３月３１日現在 12,940 人） 
資産の内訳としては、公共資産が１６８億６，２８１万７千円で、資産全体の８５． 
１％を占め、次いで投資等資産が２４億５８７万円、流動資産が５億３，７０５万４

千円となっています。 
公共資産は、有形固定資産と売却可能資産に区分しており、有形固定資産を目的別 

  にみると、道路、公園、町営住宅など幅広い都市の基盤整備に資する「生活インフラ・  
国土保全」が６７億６，８９４万９千円で有形固定資産の中で、４０．１％であり、

最も多く、次に海岸保全事業や漁港整備事業などの「産業振興」が４７億６，９４２

万円で２８．３％となっています。売却可能資産は、吉原の旧町営住宅跡地と旧曽根

保育園跡地の２件で、売却価格で計上しています。 
平成２４年度では、海岸保全事業などの公共資産整備を実施しましたが、減価償却   

 による減少が公共資産の整備費を上回っているため、公共資産は３億３，１７０万８

千円の減少となっています。 
投資等は、退職手当組合積立金の影響により、５，４４７万８千円の増加となって

おります。 
流動資産は、財政調整基金の減少などにより、６，８０６万２千円の減少となっ 

  ております。 
２ 負債 
   負債総額は、８１億５，２１４万９千円で、町民一人当たりに換算すると約６３万

円になります。 
   固定負債は７４億１，１１０万円で、負債全体の９０．９％を占めています。固定

負債の主なものは、平成２６年度以降の起債償還予定額と退職手当引当金となります。 
  主に地方債の減少により、３億９８１万５千円減少しています。 
   流動負債は７億４，１０４万９千円で、平成２５年度の町債の償還金の減少により、

２，０５２万８千円の減少となっております。 
３ 純資産 
   純資産総額は１１６億５，３５９万２千円で、町民一人当たりに換算すると約９０

万１千円となります。そのうち公共資産等の整備のために支出された国庫支出金・県

支出金が４５億７，００２万１千円、公共資産等整備一般財源等が７０億１，８４６

万１千円となっています。その他一般財源額等の減少により、純資産全体で、１，４

９４万９千円の減少となっています。 
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（４）財務指標分析 
   貸借対照表の数値を活用して分析します。 
 
 ①負債比率 
  純資産に対する負債の割合であり、財政の健全化の観点から低いほうがよいとされて

います。この比率が大きい場合は、その団体の財務上の健全性、支払能力に問題がある

とみなされます。平生町では、昨年度と比較して減少しています。 
 
   負債合計 8,152,149÷純資産合計 11,653,592＝70.0％（平成 24年度） 
   負債合計 8,482,492÷純資産合計 11,668,541＝72.7％（平成 23年度） 
 
 ②社会資本形成の世代間負担比率（純資産比率） 
  資産合計に対する純資産の割合を表す指標です。これは、公共資産のうちこれまでの

世代により負担されたものの割合を意味しています。この数値が高いほど資産の形成が

返済の必要のない資金で行われていることを示しています。 
   （平均的な数値の範囲 50％～90％） 
 
   純資産合計 11,653,592÷公共資産合計 16,862,817＝69.1％（平成 24年度） 
   純資産合計 11,668,541÷公共資産合計 17,194,525＝67.9％（平成 23年度） 
 
 ③社会資本形成の将来世代負担比率（借入依存度） 
  地方債現在高（固定負債のうちの地方債と流動負債のうち翌年度償還予定額合計）の 
公共資産に対する割合を示す指標です。この比率が高いほど将来にわたる負担が大きく 
影響することになりますが、地方債については、企業会計と異なり、種類によれば、交 
付税措置等の償還に対する財源措置がなされるものもあります。 
   （平均的な数値の範囲 15～40％） 
 
   地方債残高 5,829,215÷公共資産合計 16,862,817＝34.6％（平成 24年度） 
   地方債残高 6,066,996÷公共資産合計 17,194,525＝35.3％（平成 23年度） 
 
 ④固定比率 
  有形固定資産の形成における純資産の割合をみて、財政状況の健全化を判断する比率 
です。 
    100％以下…純資産で固定資産を形成し、さらに流動資産へも運用されています。 
    100％超 …固定資産の形成が純資産では不足し、負債にたよっています。 
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   有形固定資産 16,826,508÷純資産合計 11,653,592＝144.4％（平成 24年度） 
   有形固定資産 17,155,789÷純資産合計 11,668,541＝147.0％（平成 23年度） 
 
 ⑤資産老朽化比率 
   公共資産の有形固定資産のうち建物や構造物などの償却資産は、減価償却により

年々その価値が減っていきます。資産老朽化比率は、これまでの減価償却累計額を算

出し、それを償却資産の取得原価で割ることで、どの程度償却資産が老朽化している

か判断できます。 
    

減価償却累計額 16,903,227÷（有形固定資産額 16,826,508－土地 2,795,585+ 
    減価償却累計額 16,903,227）＝54.6％（平成 24年度） 
    減価償却累計額 16,247,510÷（有形固定資産額 17,155,789－土地 2,795,585+ 
    減価償却累計額 16,247,510）＝53.1％（平成 23年度） 
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３．行政コスト計算書 
（１）行政コスト計算書とは 
４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政活動のうち、福祉活動やごみ収集

といった資産形成に結びつかない行政サービスにかかる経費と、その行政サービスの直

接の対価として得られた財源を対比させた財務書類です。企業などが決算で用いる損益

計算書に相当します。 
  損益計算書が企業における１年間の収益と費用を表し、その企業の経営状況が健全か

否かを表すのに対し、行政コスト計算書は利益の追求を目的としている企業とは異なり、

人的サービスや給付サービスなどの行政コストの把握を行うために用います。 
  貸借対照表が、期末における資産や負債の状況を表すのに対して、行政コスト計算書

は貸借対照表に計上していない、１年間の行政サービスを提供するにあたって、人件費

や社会保障給付といったどのような性質の経費が用いられたか、またその行政サービス

の提供に対する使用料や手数料といった受益者負担が、どの程度あったかを把握するこ

とができます。 
（２）行政コスト計算書の見方 
  行政コスト計算書は、「経常行政コスト」と「経常収益」からなり、これらを差し引き

したものが「純経常行政コスト」です。行政サービスを提供する上で、本来、最も重要

な財源である地方税等の一般財源等は、経常収益に含めていないため、経常行政コスト

は大幅なコスト超過になっています。 
  純経常行政コストは、民間企業の損益計算書で表される利益の概念とは異なり、資産

形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するために用いられた経費から、受益

者負担金などの収益で賄われたものを差し引いた額で、地方税や国・県からの交付金等

といった一般財源等で賄わなければならないコストを表します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行政コスト計算書では、実際に現金支出にあった人件費・物件費といった現金主義に

おける科目と、退職手当引当金繰入金等・減価償却費といった発生主義の科目が表示さ

れております。 
具体的には、人にかかるコストのうち退職手当引当金繰入金等は、職員がこの１年間に 

経常費用の項目 
人にかかるコスト… 人件費、退職手当引当金繰入金、賞与引当金繰入等 
物にかかるコスト… 物件費、維持補修費、減価償却費等 
移転支出的コスト… 社会保障給付費、補助金等、他会計・他団体への支出額

その他のコスト … 公債費の支出利息、回収不能見込額、その他行政コスト

経常収益    … 施設利用料、保育料などの受益者負担金 
純経常行政コスト… 地方税などの一般財源、国県補助金等 
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勤務したことにより発生する退職手当の増加分を示すもので、（当該年度退職手当引当金― 
当該年度退職手当積立金―前年度退職手当引当金+前年度退職手当組合積立金+当該年度退 
職手当組合負担金）の計算式で計上しています。 
減価償却費は、公共施設など有形固定資産（土地を除く）が行政サービスのために使用

され摩耗損耗することをコストとして捉え、耐用年数に基づいて毎年資産価値が減少する

経費を計上しています。 
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【経常行政コスト】 (単位：千円)

総額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全 教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 議会 支払利息

回収不能見
込計上額

その他行政
コスト

（1）人件費 903,376 20.23% 39,956 154,536 124,420 42,350 89,345 5,920 378,957 67,892 0
（2）退職手当引当金繰入等 49,059 1.10% 2,828 9,390 8,349 3,049 5,521 0 19,050 872 0
（3）賞与引当金繰入額 55,867 1.25% 3,351 10,724 9,588 3,586 6,640 0 20,936 1,042 0

小　計 1,008,302 22.58% 46,135 174,650 142,357 48,985 101,506 5,920 418,943 69,806 0
（1）物件費 428,684 9.60% 38,101 120,606 74,713 59,073 12,467 3,755 118,206 1,763 0
（2）維持補修費 19,770 0.44% 7,447 4,974 941 712 2,195 1,452 2,049 0
（3）減価償却費 655,717 14.68% 178,389 117,301 53,292 29,758 243,906 8,239 24,832 0

小　計 1,104,171 24.73% 223,937 242,881 128,946 89,543 258,568 13,446 145,087 1,763 0
（1）社会保障給付 675,459 15.13% 15,259 660,030 170
（2）補助金等 524,833 11.75% 12,815 16,728 27,429 170,367 30,902 229,086 35,888 1,618 0
（3）他会計等への支出額 992,001 22.21% 254,355 0 518,129 145,937 60,276 0 0 0 13,304
（4）他団体等への公共資産整備補助金等 50,506 1.13% 23,051 0 0 5,005 20,720 0 1,730 0 0

小　計 2,242,799 50.22% 290,221 31,987 1,205,588 321,479 111,898 229,086 37,618 1,618 13,304
（1）支払利息 104,604 2.34% 104,604
（2）回収不能見込計上額 4,818 0.11% 4,818
（3）その他行政コスト 1,088 0.02% 0 1,088

小　計 110,510 2.47% 0 0 0 0 0 0 0 0 104,604 4,818 1,088
4,465,782 560,293 449,518 1,476,891 460,007 471,972 248,452 601,648 73,187 104,604 4,818 14,392

12.55% 10.07% 33.07% 10.30% 10.57% 5.56% 13.47% 1.64% 2.34% 0.11% 0.32%

【経常収益】 一般財源振替額
95,381 27,938 6,498 31,361 548 781 0 6,460 0 0 18,874 2,921
29,706 0 100 27,274 0 717 0 0 0 0 0 1,615

125,087 27,938 6,598 58,635 548 1,498 0 6,460 0 0 18,874 4,536
2.80% 4.99% 1.47% 3.97% 0.12% 0.32% 0.00% 1.07% 0.00% 0.00% 131.14%

4,340,695 532,355 442,920 1,418,256 459,459 470,474 248,452 595,188 73,187 104,604 △ 4,482 △ 4,536

d/a

（差引）純経常行政コスト　　　　　　　　　　　　　　　a

4

経常行政コスト                                            
（構　成　比　率）

1　使用料・手数料                                       
2　分担金・負担金・寄附金                             

経常収益合計（　b + c　）                             

3

行政コスト計算書
自 平成23年4月1日
至 平成24年3月31日

1

2
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（３）行政コストの分析 
  平成２４年度の人的サービスや給付サービス等の行政サービスに消費された行政コス

トは、総額で４４億６，５７８万２千円となり、それに対する財源である経常収益は、

使用料・手数料や分担金・負担金等で１億２，５０８万７千円であり、一般財源や資産

売却益等で賄わなければならない純経常行政コストは４３億４，０６９万５千円になり

ます。 

金額（千円） 率（％）

移転支出的なコスト

その他のコスト

経
常
行
政
コ
ス
ト

計

項目 平成２４年度 平成２３年度
増　　減

1,008,302 1,063,607 △ 55,305 △5.20%人にかかるコスト

物にかかるコスト

110,510 212,923 △ 102,413 △48.10%

4,465,782 4,671,521 △ 205,739 △4.40%

1,104,171 1,173,112 △ 68,941 △5.88%

2,242,799 2,221,879 20,920 0.94%

△ 4,965 △3.82%

差引純経常行政コスト 4,340,695 4,541,469 △ 200,774 △4.42%

△ 4,578 △4.58%

29,706 30,093 △ 387 △1.29%

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

計

経
常
収
益

95,381 99,959

125,087 130,052

 

 行政コストを性質別にみると、「人にかかるコスト」１０億８３０万２千円、「物に 
かかるコスト」１１億４１７万１千円、｢移転支出的なコスト｣２２億４，２７９万９千 
円、「その他のコスト」１億１，０５１万円となっています。 
 「人にかかるコスト」は、前年度と比較して退職手当引当金の減少により、５，５３０ 
万５千円、5.20％減少しています。 
 「物にかかるコスト」は、前年度と比較して電算システム改修経費等の減により、６，

８９４万１千円、5.88％減少しております。 
 「移転支出的なコスト」は、前年度と比較して児童福祉などの扶助費などの社会保障費 
は減少しているものの、他会計への支出額の増加により、全体で２，０９２万円、0.94％ 
増加しております。 
 「その他のコスト」は、債務負担行為の減少により、１億２４１万３千円、48.1％ 
の減少となっております。 
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【目的別】

金額（千円） 率（％）

△ 9,730 △8.51%

4,818 7,914 △ 3,096 △39.12%

△2.91%

248,452 270,980 △ 22,528 △8.31%

601,648 659,980 △ 58,332 △8.84%

△ 9,878 △11.89%

△ 14,139

消防

総務

支払利息

回収不能見込計上額

471,972

104,604

73,187 83,065

486,111

114,334

△ 12,882 △2.72%

差引純経常行政コスト 4,340,695 4,541,469 △ 200,774 △4.42%

環境衛生

議会

460,007

△1.29%

計 125,087 130,052 △ 4,965 △3.82%

経
常
収
益

使用料・手数料 95,381 99,959 △ 4,578 △4.58%

分担金・負担金・寄附金

産業振興

29,706 30,093 △ 387

その他行政コスト 14,392 106,790 △ 92,398 △86.52%

計 4,465,782 4,671,521 △ 205,739 △4.40%

項目 平成２４年度 平成２３年度
増　　減

経
常
行
政
コ
ス
ト

生活インフラ・国土保全 560,293 563,208 △ 2,915 △0.52%

教育 449,518 468,011 △ 18,493 △3.95%

福祉 1,476,891 1,438,239 38,652 2.69%

472,889

 
  行政コストを目的別にみると、｢福祉｣が１４億７，６８９万１千円と最も多く、全体

の 33.1％を占めています。次に｢総務｣が６億１６４万８千円で、割合は 13.5％、｢生活イ
ンフラ・国土保全｣が５億６，０２９万３千円で、割合は 12.5％となっています。 
 ｢福祉｣では、扶助費などの社会保障給付が福祉にかかるコストの 44.7％にあたる６億
６，００３万円を占め、前年度と比較すると４８１万７千の増加となっています。｢その

他の行政コスト｣は、債務負担額の減少により、９，２３９万８千円の減少となっており

ます。 
 経常収益は前年度と比較して、3.82％減少しております。 
地方税や地方交付税といった一般財源などで賄わなければならい純経常行政コストは

4.42％減少しています。 
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４．純資産変動計算書 
（１）純資産変動計算書とは 
  純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産に計上されている数値が、１年間でどのよ

うに変動したかを表しています。今までの世代が蓄積してきた財源の変動の様子を見る

ことができます。 
 
（２）純資産変動計算書の見方 
  純資産変動計算書における純資産の変動は、これまでの世代と将来世代との間での負

担配分の変動を意味します。平生町の場合、一般財源の減少により純資産が減少してい

ますので、将来負担が増加したことを意味していると考えられます。 
  純資産変動計算書には、行政コスト計算書で算定された「純経常行政コスト」が転記

されています。純経常行政コストに対して経常的な収入（一般財源及び補助金等受入）

が、どの程度調達できているかをみることにより、純経常行政コストが受益者負担以外

の経常的な収入によって、どの程度賄われているかがわかります。 
  科目振替は、資本的な収入及び支出に伴う振替で、いままで拘束されていなかった一

般財源が、公共資産整備、貸付及び出資金等といった資産に振替えられたことを表して

います。また、逆に貸付金などの資産が回収されると、拘束されていない一般財源に振

替えられています。 
  減価償却については、資産価値の減少に伴う公共資産等整備国県補助金、一般財源分

の減少であり、一年間の減価償却分については、純経常行政コストに含まれており重複

することから、ここで振替えて全体の均衡を保っています。 
  地方債償還等による財源振替は公共資産等整備のために発行した地方債を償還するこ

とにより、公共資産等整備一般財源が増加したが、償還の財源となったその他の一般財

源が減少したことを意味します。 
  資産評価差額は、貸借対照表において新たに計上した売却可能資産の金額や、資産の

評価替えに伴う差額が計上されます。 
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(単位：千円)

純資産合計 公共資産等整備 公共資産等整備 その他 資産評価差額
国県補助金等 一般財源等 一般財源等

期首純資産残高 11,668,541 4,674,469 6,774,198 219,874 0

　純経常行政コスト △ 4,340,695 △ 4,340,695

　一般財源
　　地方税 1,307,431 1,307,431

　　地方交付税 1,977,598 1,977,598

　　その他行政コスト充当財源 367,796 367,796

　補助金等受入 684,063 86,081 597,982

　臨時損益
　　災害復旧事業費 △ 8,715 △ 8,715

　　公共資産除売却損益

　　投資損失

　　

　　

　科目振替
　　公共資産整備への財源投入 149,208 △ 149,208

　　公共資産処分による財源増 0 0 0 0

　　貸付金・出資金等への財源投入 120,453 △ 120,453

　　貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 0 0

　　減価償却による財源増 △ 190,529 △ 468,441 658,970

　　地方債償還に伴う財源振替 443,043 △ 443,043

資産評価替えによる変動額 △ 2,427 △ 2,427

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 11,653,592 4,570,021 7,018,461 67,537 △ 2,427

純資産変動計算書
自　平成24年4月1日
至　平成25年3月31日
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（３）純資産変動計算書の分析 
  純資産の変動は、現在の世代と将来の世代との間での資産の負担割合を表しています。

純資産の減少は、現在の世代が将来の世代にとっても利用可能であった資産を消費して

行政サービスを受けることができた一方、将来の世代にその分の負担が先送りされたこ

とを意味します。逆に純資産の増加は、現在の世代が自らの負担によって将来の世代も

利用可能な資源を蓄積したことを意味するので、その分将来世代の負担は軽減されたこ

とになります。平成２４年度の純資産の変動については、期首純資産残高は１１６億６，

８５４万１千円でしたが、期末純資産残高は１１６億５，３５９万２千円となり、１，

４９４万９千円減少したことになります。 
 
１ 純経常行政コスト 
   純経常行政コストは使用料・手数料・負担金・分担金・寄附金などの経常経費を控

除したものですが、純資産変動計算書では、経常的な財源によりどの程度賄われてい

るのかがわかります。今年度の純経常行政コストは４３億４，０６９万５千円で、そ

の財源は地方税が１３億７４３万１千円、地方交付税が１９億７，７５９万８千円、

地方譲与税などのその他行政コスト充当財源が３億６，７７９万６千円、補助金等が

６億８，４０６万３千円で３８０万７千円のコスト超過であることがわかります。 
２ 臨時損益 
   経常的なコストや財源のほかに、臨時的な要因によるコストや収入も発生します。

平成２４年度は、災害復旧事業の実施により８７１万５千円の純資産が減少しており

ます。 
３ 純資産変動の結果 
   平成２４年度の純資産の変動の結果は、全体として１，４９４万９千円の減少とな

っております。この内訳としては公共資産等整備国県補助金等が１億４４４万８千円

の減少、公共資産等整備一般財源等が２億４，４２６万３千円の増加、非拘束的な一

般財源が１億５，２３３万７千円の減少となっております。 
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５．資金収支計算書 
（１）資金収支計算書とは 
  資金収支計算書は、１年間の歳計現金の動きを３つの区分で表示した財務書類です。 
会計年度末における歳計現金の残高を表すため、財務書類４表の中で唯一現金主義に基

づいて作成されており、その数値は貸借対照表の流動資産の歳計現金と一致します。 
  町の支出（歳出）をその性質に応じて、経常的支出、公共資産整備支出、投資・財務

的支出の３つに区分し、それに対応する財源を収入（歳入）して表示し、その会計年度

の収支の実態を反映させています。このように分類することにより、どのような要因で

資金が増減したのかわかりやすくなります。 
 
（２）資金収支計算書の見方 
 ①経常的収支の部 
  人件費、物件費、社会保障給付（扶助費）など、町政を運営する上で、毎年度経常的・

継続的に収入・支出されるものです。 
  収入のうち、地方債発行額が計上されていますが、主に臨時財政対策債など地方交付

税の代替となる財源です。支出との差額は公共資産整備や地方債償還金に充当されるこ

とになります。 
②公共資産整備収支の部 
  道路、学校、漁港など主に貸借対照表の有形固定資産形成のための支出及びその財源

となるものです。 
③投資・財務収支の部 
  投資及び出資金、貸付金、基金への積立金、地方債（元金）の償還額などの経費及び

その財源となるものです。 
 
  注記の欄は地方債の発行・償還や財政調整基金・減債基金の積立・取崩しを除いた基

礎的財政収支（プライマリーバランス）が掲載されています。平生町の場合プラスとな

っています。これは地方債償還費を除いた歳出が、地方債発行額を除く税収等で賄われ

ている状態であり、新たに地方債を発行しない財政運営が可能ということを意味します。 
 すなわち、現在の行政サービスにかかる費用は、将来世代に先送りすることなく、現在

の税収などで賄うという財政秩序が守られている状態といえます。 
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（単位：千円）

人件費 1,056,916
物件費 428,684
社会保障給付 675,459
補助金等 524,833
支払利息 104,604
他会計等への事務費等充当財源繰出支出 659,071
その他支出 28,485

支　　　出　　　合　　　計 3,478,052
地方税 1,311,981
地方交付税 1,977,598
国県補助金等 594,883
使用料・手数料 82,308
分担金・負担金・寄附金 28,989
諸収入 62,956
地方債発行額 248,222
基金取崩額 151,747
その他収入 188,777

収　　　入　　　合　　　計 4,647,461

経　　常　　的　　収　　支　　額 1,169,409

公共資産整備支出 308,105
公共資産整備補助金等支出 68,837
他会計等への建設費充当財源繰出支出 47,275

支　　　出　　　合　　　計 424,217
国県補助金等 85,927
地方債発行額 130,400
基金取崩額 0
その他収入 17,560

収　　　入　　　合　　　計 233,887

公　共　資　産　整　備　収　支　額 △ 190,330

投資及び出資金 0
貸付金 0
基金積立額 109,507
定額運用基金への繰出支出 11
他会計等への公債費充当財源繰出支出 299,842
地方債償還額 616,403

支　　　出　　　合　　　計 1,025,763
国県補助金等 18,822
貸付金回収額 0
地方債発行額 0
基金取崩額 0
公共資産等売却収入 0
その他収入 133

収　　　入　　　合　　　計 18,955

投　資　・　財　務　的　収　支　額 △ 1,006,808

当年度歳計現金増減額 △ 27,729
期首歳計現金残高 184,049

期末歳計現金残高 156,320

　一時借入金に関する情報
資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
平成２４年度における一時借入金の借入限度額は500,000千円です。
支払利息のうち、一時借入金利子は919千円です。

　基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　　収入総額 4,881,972
　　地方債発行額 △ 378,622
　　財政調整基金等取崩額 △ 146,100
　　支出総額 △ 4,909,701
　　地方債元利償還額 720,088
　　財政調整基金等積立額 104,469
　　　基礎的財政収支 272,106

3　　投　　資　　・　　財　　務　　的　　収　　支　　の　　部

資金収支計算書
自　平成24年4月1日
至 平成25年3月31日

1　　　　経　　　常　　　的　　　収　　　支　　　の　　　部

2　　公　　共　　資　　産　　整　　備　　収　　支　　の　　部
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（３）資金収支計算書の分析 
  資金収支計算書においては、町の歳出をその性質に応じて「経常的収支の部」「公共資

産整備収支の部」「投資・財務的収支の部」の３つに区分し、それに対応する財源を収入

として表示しています。 
１ 経常的収支の部 
  町を運営していく上で、毎年度継続的に収入、支出されるものを計上しています。人

件費に１０億５，６９１万６千円、社会保障給付に６億７，５４５万９千円、補助金等

に５億２，４８３万３千円などとなっており、合計で３４億７，８０５万２千円の経常

的支出があることがわかります。一方、収入には地方税１３億１，１９８万１千円、地

方交付税１９億７，７５９万８千円、国県補助金等５億９，４８８万３千円などとなっ

ています。経常的収入の合計で４６億４，７４６万１千円ですが、そのうち地方税が

28.2％を賄っております。経常的収支差額１１億６，９４０万９千円は公共資産整備や地
方債償還等の財源として使用されます。 
２ 公共資産整備収支の部 
  公共資産整備は、道路や学校、公園など主に貸借対照表の有形固定資産形成のための

支出及び収入が計上されています。平生町で行う公共資産整備に３億８１０万５千円を

支出しており、全体では、４億２，４２１万７千円が公共資産整備に支出しております。

一方、収入には国県補助金等８，５９２万７千円、地方債発行額１億３，０４０万円と

なっており、収入合計は２億３，３８８万７千円となっています。この結果、公共資産

整備収支の額は１億９，０３３万円の赤字となりますが、経常的収支の部の黒字部分で

賄われています。 
３ 投資・財務的収支の部 
  投資・財務的収支には、公営企業などへの出資金・貸付金、地方債の元金償還額など

の支出及び収入が計上されています。平生町では、基金積立額１億９５０万７千円、地

方債償還額６億１，６４０万３千円などの支出があり、支出合計額は１０億２，５７６

万３千円となっています。一方、収入では、国県補助金１，８８２万２千円などで、収

入合計額は１，８９５万５千円となっており、１０億６８０万８千円の赤字となってい

ますが、経常的収支の部の黒字部分で賄われています。 
 
  これにより、平生町では、平成２４年度の１年間で２，７７２万９千円の歳計現金が

減少したことになり、期末の歳計現金残高は１億５，６３２万円となっています。 
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普通会計　財務書類４表（平成２５年３月３１日）

経常費用　ａ 4,465,782

１．人にかかるコスト 1,008,302

1.公共資産 １．固定負債 （１）人件費 903,376

（１）有形固定資産 16,826,508 （１）地方債 5,236,779 （２）退職手当引当金繰入等 49,059

（２）売却可能資産 36,309 （２）長期未払金 817,065 （３）賞与引当金繰入額 55,867

２．投資等 （３）退職手当引当金 1,316,042 ２．物にかかるコスト 1,104,171

（１）投資及び出資金 1,989,139 （４）その他 41,214 （１）物件費 428,684

（２）貸付金 0 （２）維持補修費 19,770

（３）基金等 381,453 ２．流動負債 （３）減価償却費 655,717

（４）長期延滞債権 50,399 （１）翌年度償還地方債 592,436 ３．移転支出的なコスト 2,242,799

（５）回収不能見込額 △ 15,121 （２）未払金 92,746 （１）社会保障給付 675,459

３．流動資産 （３）賞与引当金 55,867 （２）補助金等 524,833

（１）財政調整基金 363,875 負債合計 8,152,149 （３）他会計への支出額 992,001

（２）減債基金 5,312 （４）他団体への公共資産整備補助金等 50,506

（３）歳計現金 156,320 ４．その他のコスト 110,510

（２）未収金 11,547 （１）支払利息 104,604

資産合計 19,805,741 負債・純資産合計 19,805,741 （２）回収不能見込計上額 4,818

（３）その他行政コスト 1,088

経常収益　ｂ 125,087

１．使用料・手数料 95,381

１．経常的収支 1,169,409 ２．分担金・負担金・寄附金 29,706

２．公共資産整備収支 △ 190,330

３．投資・財務的収支 △ 1,006,808

当年度歳計現金増減額 △ 27,729

期首歳計現金残高 184,049

期首純資産残高 11,668,541

地方税 1,307,431

地方交付税 1,977,598

その他行政コスト充当財源 367,796

補助金等受入 684,063

臨時損益 △ 8,715

その他 △ 2,427

期末純資産残高 11,653,592

11,653 ,592

16,862 ,817

純経常行政コスト △ 4 ,340 ,695

純経常行政コスト　ａ-ｂ 4,340 ,695

期末歳計現金残高 156,320

資金収支計算書

貸借対照表

純資産変動計算書

行政コスト計算書

2,405,870

537,054

【資産の部】

借方

7,411,100

741,049

貸方

【負債の部】

資産の部

純資産合計
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第２章 連結財務書類 
１．連結財務書類４表の概要 
（１）連結財務書類とは 
  各団体間との比較や分析をするためには、「地方財政状況調査」の昭和４４年以降のデ

ータを基礎数値として用いますが、この普通会計のほか、地方公共団体を構成する公営

企業会計や地方公共団体と連携協力して行政サービスを実施している関係団体を一つの

行政サービス実施主体とみなし、その全体の財政活動、財務状況を表すために作成する

財務書類が連結財務書類です。 
  連結財務書類を作成するにあたり、会計間・団体間の出資金、貸付金、繰出金、補助

金等の内部取引については、相殺消去等を行ない調整しています。 
 
（２）連結財務書類の意義 
  地方公共団体の行政サービスは、一般会計を中心とした普通会計だけでなく、多様な

会計や関係団体によって実施されています。このため、普通会計の財務書類を作成する

だけでは、必ずしも財務状況の全体像を表すことはできません。そこで、地方公共団体

と関係団体等を連結して一つの行政サービスの実施主体ととらえ、公的資金等によって

形成された資産状況、その財源とされた負債・純資産の状況、さらには行政サービス提

供に要したコストや資金収支の状況など、総合的に明らかにすることが、連結財務書類

の目的です。 
（３）連結対象会計・団体の範囲 
 
 
 
 
 
  

一部事務組合・広域連合 地方三公社

山口県市町総合事務組合 平生町土地開発公社

国民健康保険事業 山口県後期高齢者医療広域連合

簡易水道事業 柳井地域広域水道企業団

下水道事業 柳井地区広域消防組合

漁業集落環境整備事業 周東環境衛生組合

介護認定審査会事業 田布施・平生水道企業団

介護保険事業 熊南総合事務組合（一般会計）

後期高齢者医療事業 熊南総合事務組合（航路事業特別会計）

普通会計（水産廃棄物事業含む）

地方公共団体

特

別

会

計

 

普通会計 

公営事業会計 

地方公共団体全体 

一部事務組合・広域連合 地方独立行政法人 

第三セクター等 地方三公社 

連 結 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 14,800,508 ①普通会計地方債 5,236,779

②教育 3,775,323 ②公営事業地方債 7,410,300

③福祉 646,560  地方公共団体計 12,647,079

④環境衛生 7,395,075 (2) 関係団体

⑤産業振興 4,769,420 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 232,192 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 560,651 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 0

⑨その他 0 (3) 長期未払金 817,065

有形固定資産計 32,179,729 (4) 引当金 1,501,517

(2) 無形固定資産 1,269,216 （うち退職手当等引当金） 1,447,858

(3) 売却可能資産 36,309 （うちその他の引当金） 53,659

公共資産合計 33,485,254 (5) その他 0

固定負債合計 14,965,661

２　投資等

(1) 投資及び出資金 1,974,998 ２　流動負債

(2) 貸付金 24,007 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 752,239 ①地方公共団体 1,003,171

(4) 長期延滞債権 100,841 ②関係団体 37,541

(5) その他 0  翌年度償還予定額計 1,040,712

(6) 回収不能見込額 △ 38,761 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 45,700

投資等合計 2,813,324 (3) 未払金 111,290

(4) 翌年度支払予定退職手当 23,363

(5) 賞与引当金 79,190

３　流動資産 (6) その他 9,581

(1) 資金 878,469 流動負債合計 1,309,836

(2) 未収金 91,540

(3) 販売用不動産 0 負　　債　　合　　計 16,275,497

(4) その他 54,637

(5) 回収不能見込額 △ 13,957

流動資産合計 1,010,689

純　 資　 産　 合　 計 21,033,770

４　繰延勘定 0

資　　産　　合　　計 37,309,267 負債及び純資産合計 37,309,267

連結貸借対照表
（平成２５年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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連結貸借対照表一覧表 

平成24年度 平成23年度 増減 増減率

14,800,508 15,121,409 △ 320,901 △2.12％
3,775,323 3,854,401 △ 79,078 △2.05％
646,560 698,946 △ 52,386 △7.49％
7,395,075 7,650,486 △ 255,411 △3.34％
4,769,420 4,884,459 △ 115,039 △2.36％
232,192 152,862 79,330 51.89％
560,651 516,855 43,796 8.47％

32,179,729 32,879,418 △ 699,689 △2.13％
無形固定資産 1,269,216 1,288,202 △ 18,986 △1.47％

36,309 38,736 △ 2,427 △6.27％
33,485,254 34,206,356 △ 721,102 △2.11％

1,974,998 1,959,094 15,904 0.81％
24,007 23,591 416 1.76％
752,239 738,606 13,633 1.85％
100,841 115,240 △ 14,399 △12.49％
△ 38,761 △ 50,089 11,328 △22.62％

　投資等合計 2,813,324 2,786,442 26,882 0.96％

878,469 915,276 △ 36,807 △4.02％
91,540 104,183 △ 12,643 △12.14％

0 0 0 0
54,637 53,384 1,253 2.35％

△ 13,957 △ 13,124 △ 833 6.35％
1,010,689 1,059,719 △ 49,030 △4.63％

37,309,267 38,052,517 △ 743,250 △1.95％

12,647,079 12,985,653 △ 338,574 △2.61％
817,065 908,590 △ 91,525 △10.07％
1,501,517 1,526,841 △ 25,324 △1.66％

0 0 0 0
14,965,661 15,421,084 △ 455,423 △2.95％

1,040,712 1,051,633 △ 10,921 △1.04％
45,700 45,000 700 1.56％
111,290 104,113 7,177 6.89％
23,363 9,524 13,839 145.31％
79,190 76,098 3,092 4.06％
9,581 9,319 262 2.81％

1,309,836 1,295,687 14,149 1.09％

16,275,497 16,716,771 △ 441,274 △2.64％

0
21,033,770 21,335,746 △ 301,976 △1.42％

37,309,267 38,052,517 △ 743,250 △1.95％

②教育

項　　　　目

【資産の部】
1公共資産
（1）有形固定資産
①生活インフラ・国土保全

（3）基金等

③福祉
④環境衛生
⑤産業振興
⑥消防
⑦総務

有形固定資産合計

（２）売却可能資産

　公共資産合計
2投資等
（1）投資及び出資金
（２）貸付金

（３）販売用不動産
（２）未収金

（４）その他
（２）回収不能見込額

（4）長期延滞債権
（5）回収不能見込額

3流動資産
（1）資金

（３）未払金

（２）長期未払金
（3）引当金

　流動資産合計

４資産合計

【負債の部】
1固定負債
（１）地方債

（4）その他

　固定負債合計
2流動負債
（１）翌年度償還予定地方債
（２）短期借入金（翌年度繰上充用）

　純資産合計

【負債・純資産合計】

(６）その他

（４）翌年度支払予定退職金
（5）賞与引当金

　流動負債合計

3負債合計
【純資産の部】
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２．連結貸借対照について 
 １ 資産 
  資産総額は３７３億９２６万７千円になります。資産の内訳は、公共資産が３３４億

８，５２５万４千円で資産全体の８９．６％を占め、次に投資等が２８億１，３３２万

４千円、流動資産が１０億１，０６８万９千円となっています。 
  公共資産は有形固定資産と無形固定資産、売却可能資産に区分されており、平成２４

年度は有形固定資産のうち、下水道事業や道路整備などの「生活インフラ・国土保全」

が３億２，０９０万１千円、｢環境衛生｣が２億５，５４１万１千円、｢産業振興｣が１億

１，５０３万９千円の減少となり、全体で６億９，９６８万９千円の減少となっており

ます。これは減価償却による減少が公共資産の整備の増加を上回ったことによるもので

す。 
  また、流動資金は、各会計での資金の減少により、３，６８０万７千円の減となりま

した。 
 
２ 負債 
  負債総額は、１６２億７，５４９万７千円になります。平成２３年度と比較して４億

４，１２７万４千円の減少となっております。要因としては、起債の発行額より、償還

額が上回っていることにより、起債残高が減少していることによります。 
  流動負債は、平成２３年度と比較して１，４１４万９千円の増加となっております。

主な要因としては、翌年度支払予定退職金の増加によるものであります。なお、退職手

当組合に加入している団体については、この欄に計上はありません。 
 
３ 純資産 
  純資産総額は、２１０億３，３７７万円となっております。平成２３年度と比較して、

３億１９７万６千円の減少となっております。 
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 1,210,256 12.0% 77,970 154,536 179,779 102,310 89,345 150,360 388,064 67,892

（２）退職手当等引当金繰入等 172,621 1.7% 6,413 9,390 12,010 7,365 5,521 17,633 113,417 872

１ （３）賞与引当金繰入額 79,191 0.8% 10,449 10,724 12,827 7,579 6,640 8,829 21,101 1,042

小　　計 1,462,068 14.5% 94,832 174,650 204,616 117,254 101,506 176,822 522,582 69,806 0

（１）物件費 939,875 9.3% 104,251 120,606 162,417 396,782 12,467 21,547 120,042 1,763

（２）維持補修費 56,115 0.6% 11,950 4,974 941 32,260 2,195 1,619 2,176

（３）減価償却費 1,106,323 11.0% 398,855 117,301 53,294 249,763 243,906 18,136 25,068

小　　計 2,102,313 20.9% 515,056 242,881 216,652 678,805 258,568 41,302 147,286 1,763 0 0

（１）社会保障給付 3,026,474 30.0% 15,259 3,010,892 323

（２）補助金等 2,913,387 28.9% 101,027 16,728 2,309,393 181,431 30,902 230,554 41,734 1,618

（３）他会計等への支出額 114,625 1.1% 72,445 20,467 8,409 13,304

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

62,506 0.6% 35,051 5,005 20,720 1,730

小　　計 6,116,992 60.7% 136,078 31,987 5,392,730 207,226 60,031 230,554 43,464 1,618 13,304

（１）支払利息 306,020 3.0% 306,020

（２）回収不能見込計上額 10,512 0.1% 10,512

（３）その他行政コスト 80,221 0.8% 80,221

小　　計 396,753 3.9% 0 0 0 0 0 0 0 0 306,020 10,512 80,221

10,078,126 745,966 449,518 5,813,998 1,003,285 420,105 448,678 713,332 73,187 306,020 10,512 93,525

（　構　成　比　率　） 7.4% 4.5% 57.7% 10.0% 4.2% 4.5% 7.1% 0.7% 3.0% 0.1% 0.9%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 142,916 29,672 6,498 31,361 45,625 781 336 6,848 18,874 2,921

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 1,728,813 13,049 100 1,468,280 164,318 717 80,734 1,615

３ 保 険 料 681,702 681,702

４ 事 業 収 益 528,792 136,841 391,951

５ その他特定行政サービス収入 18,960 15,004 1,935 2,021

3,101,183 194,566 6,598 2,183,278 603,915 1,498 336 87,582 0 0 18,874 4,536

ｂ／ａ 30.8% 26.1% 1.5% 37.6% 60.2% 0.4% 0.1% 12.3% 0.0% 0.0% 20.2%

6,976,943 551,400 442,920 3,630,720 399,370 418,607 448,342 625,750 73,187 306,020 10,512 74,651 △ 4,536（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

連結行政コスト計算書
自　平成24年４月 １ 日

至　平成25年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計 b
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３連結行政コスト計算書について

【性質別】

金額（千円） 率（％）

保険料 681,702 599,679 82,023 13.68%

事業収益 528,792 535,558 △ 6,766 △1.26％

25.14%15,151 3,809

差引純経常行政コスト 6,976,943 6,968,567 8,376 0.12%

△13.48%

計 10,078,126 10,069,926 8,200 0.08%

経
常
収
益

使用料・手数料 142,916 150,165 △ 7,249 △4.83%

分担金・負担金・寄附金 1,728,813 1,800,806 △ 71,993 △4.00%

計 3,101,183 3,101,359 △ 176 △0.01%

その他特定行政サービス 18,960

項目 平成２４年度 平成２３年度
増　　減

経
常
行
政
コ
ス
ト

人にかかるコスト 1,462,068 1,522,721 △ 60,653 △3.98％

物にかかるコスト 2,102,313 2,151,929 △ 49,616 △2.318%

移転支出的なコスト 6,116,992 5,936,723 180,269 3.04%

その他のコスト 396,753 458,553 △ 61,800

  
  平成２４年度に行った人的サービスや給付サービス等の行政サービスに消費した行政

コストは、総額１００億７，８１２万６千円になっております。それに対する財源である

経常収益は、使用料・手数料、分担金・負担金や保険料、事業収益は３１億１１８万３千

円で一般財源などで賄わなければならない純経常行政コストは、６９億７，６９４万３千

円になります。 
  行政コスト計算書を性質別にみると、「人にかかるコスト」１４億６，２０６万８千円、

「物にかかるコスト」２１億２３１万３千円、社会保障費などの「移転支出的コスト」は

６１億１，６９９万２千円となっています。 
  平成２３年度と比較して、「移転支出的なコスト」は１億８，０２６万９千円の増加し

ております。医療費や介護に要する費用が増加したことによるものであります。 
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【目的別】

金額（千円） 率（％）
項目 平成２４年度 平成２３年度

増　　減

3.72%

教育 449,518 468,011 △ 18,493

環境衛生 1,003,285 1,023,058 △ 19,773 △1.93%

△ 38,000 △7.81%

総務 713,332 766,598 △ 53,266 △6.95%

△3.95%

福祉 5,813,998 5,562,483 251,515 4.52%

産業振興 420,105 486,111 △ 66,006 △13.58%

消防 448,678 486,678

△0.01%

△1.26％

議会 73,187 83,065 △ 9,878 △11.89%

支払利息 306,020 321,127 △ 15,107 △4.70%

15,151 3,809 25.14%

10,069,926 8,200 0.08%

△55.76%

△27.93％

経
常
収
益

使用料・手数料 142,916 150,165 △ 7,249

回収不能見込計上額 10,512 23,763 △ 13,251

その他行政コスト 93,525 129,778 △ 36,253

計 3,101,183 3,101,359 △ 176

経
常
行
政
コ
ス
ト

生活インフラ・国土保全 745,966 719,254 26,712

その他特定行政サービス 18,960

差引純経常行政コスト 6,976,943 6,968,567 8,376 0.12%

保険料 681,702 599,679 82,023 13.68%

△4.83%

分担金・負担金・寄附金 1,728,813 1,800,806 △ 71,993 △4.00%

計 10,078,126

事業収益 528,792 535,558 △ 6,766

 
経常行政コストを目的別にみると、｢福祉｣が５８億１，３９９万８千円、｢環境衛生｣が１

０億３２８万５千円の２項目で、全体の 67.64％を占めています。連結財務書類では、福祉
において普通会計での事業に加え、特別会計で国民健康保険事業や介護保険事業、後期高齢

者医療事業を実施しているため、こうした事業にかかる行政コストが加わり高い割合となっ

ております。 
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　　　　　　連結純資産変動計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自　平成２４年４月 １ 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至　平成２５年３月３１日

期首純資産残高 21,323,423

純経常行政コスト △ 6,976,943

一般財源

地方税 1,307,431

地方交付税 1,977,598

その他行政コスト充当財源 1,219,893

補助金等受入 2,524,443

臨時損益

災害復旧事業費 △ 8,715

公共資産除売却損益 0

投資損失 0

収益事業純損失 0

科目振替

公共資産整備への財源投入

公共資産処分による財源増

貸付金・出資金等への財源投入

貸付金・出資金等の回収等による財源増

減価償却による財源増

地方債償還に伴う財源振替

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 △ 2,427

無償受贈資産受入 0

その他 △ 330,933

期末純資産残高 21,033,770
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

13,131

466,593

479,724

0

11,280

95,506

183,950

0

△ 1,369,726

0

62,966

6,055

8,143

△ 101,514

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

8,143

176,243

232,758

34,734

613,637

1,553,676

0

0

0

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

634,314

715,151

146,059

432,844

1,977,598

2,335,317

104,958

1,980,889

894,929

311,622

675,253

3,026,474

3,254,806

301,941

99,376

9,054,869

1,311,981

連結資金収支計算書
自　平成２４年４月　１日

至　平成２５年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,503,724

868,548

700

0

530,346

80,837

11

1,136,521

215,993

199,654

10,539,240

1,484,371
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普通会計・連結　財務書類４表（平成25年３月３１日）

経常費用　ａ 10,078 ,126

１．人にかかるコスト 1,462 ,068

1.公共資産 １．固定負債 （１）人件費 1,210,256

（１）有形固定資産 32,179,729 （１）地方債 5,236,779 （２）退職手当引当金繰入等 172,621

（２）無形固定資産 1,269,216 （２）公営事業地方債 7,410,300 （３）賞与引当金繰入額 79,191

（３）売却可能資産 36,309 （３）長期未払金 817,065 ２．物にかかるコスト 2,102 ,313

２．投資等 2,813 ,324 （４）退職手当引当金 1,447,858 （１）物件費 939,875

（１）投資及び出資金 1,974,998 （５）その他 53,659 （２）維持補修費 56,115

（２）貸付金 24,007 （３）減価償却費 1,106,323

（３）基金等 752,239 ２．流動負債 1,309 ,836 ３．移転支出的なコスト 6,116 ,992

（４）長期延滞債権 100,841 （１）翌年度償還地方債 1,040,712 （１）社会保障給付 3,026,474

（５）回収不能見込額 △ 38,761 （２）短期借入金 45700 （２）補助金等 2,913,387

３．流動資産 1,010 ,689 （３）未払金 111,290 （３）他会計への支出額 114,625

（１）基金 398,745 （４）翌年度支払予定退職金 23,363 （４）他団体への公共資産整備補助金等 62,506

（２）歳計現金残高 479,724 （５）賞与引当金 79,190 ４．その他のコスト 396,753

（３）未収金 91,540 （６）その他 9,581 （１）支払利息 306,020

（４）その他 54,637 負債合計 16,275,497 （２）回収不能見込計上額 10,512

（５）回収不能見込額 △ 13,957 資産の部 （３）その他行政コスト 80,221

経常収益　ｂ 3,101 ,183

１．使用料・手数料 142,916

資産合計 37,309,267 負債・純資産合計 37,309,267 ２．分担金・負担金・寄附金 1,728,813

３．保険料 681,702

４．事業収益 528,792

５．その他特定行政サービス 18,960

１．経常的収支 1,484,371

２．公共資産整備収支 △ 101,514 6 ,976 ,943

３．投資・財務的収支 △ 1,369,726

当年度歳計現金増減額 13,131

期首歳計現金残高 466,593 期首純資産残高 21,323,423

地方税 1,307,431

地方交付税 1,977,598

その他行政コスト充当財源 1,219,893

補助金等受入 2,524,443

臨時損益 △ 8,715

その他 △ 333,360

期末純資産残高 21,033 ,770

純経常行政コスト △ 6,976 ,943期末歳計現金残高 479,724

資金収支計算書

純資産変動計算書

貸借対照表 行政コスト計算書

借方 貸方

【資産の部】 【負債の部】

33,485,254 14,965,661

純資産合計 21,033,770

純経常行政コスト　ａ-ｂ




